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お
、
㈳
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
と
㈳

社
会
福
祉
協
議
会
は
そ
れ
ぞ
れ
合
併
時

に
統
合
し
ま
し
た
。

　

そ
の
ほ
か
の
経
費
削
減
な
ど

（５）
　

財
政
の
圧
迫
要
因
と
な
る
普
通
建
設

事
業
や
各
種
補
助
金
の
規
模
を
縮
小
し
、

こ
れ
ら
の
総
額
の
抑
制
に
努
め
ま
す
。

そ
の
ほ
か
、
す
べ
て
の
事
務
事
業
に
お

い
て
常
に
コ
ス
ト
意
識
を
持
ち
、
経
費

全
般
で
徹
底
し
た
見
直
し
を
行
い
な
が

ら
、
経
費
の
節
減
や
事
務
の
合
理
化
を

図
り
ま
す
。
ま
た
自
主
財
源
を
確
保
す

る
た
め
、
滞
納
処
分
を
強
化
す
る
な
ど

実
効
性
の
あ
る
方
策
や
新
た
な
自
主
財

源
の
創
出
を
検
討
し
、
市
税
の
収
納
率

向
上
に
努
め
ま
す
。

　

下
水
道
事
業
な
ど
の
特
別
会
計
に
つ

い
て
は
、
平
成　

年
度
か
ら
適
正
な
負

１８

担
水
準
を
検
討
し
、
新
た
な
財
政
計
画

件
費
の
削
減
は
合
併
の
最
も
大
き
な
効

果
の
一
つ
で
す
。
事
務
の
効
率
化
や
民

間
委
託
を
積
極
的
に
進
め
、
職
員
数
を

１
、３
６
７
人（
平
成　

年
４
月
１
日
）

１７

か
ら
１
、２
１
３
人（
平
成　

年
４
月
１

２２

日
）へ
と
、
５
年
間
で　

人
以
上
削
減

１５４

し
ま
す
。
今
後
、
効
率
的
に
職
員
数
を

削
減
す
る
た
め
、
職
員
の
定
員
適
正
化

計
画
を
策
定
す
る
予
定
で
す
。

　

職
員
の
給
料
・
手
当
の
適
正
化

（３）
　

給
料
に
つ
い
て
は
、
国
家
公
務
員
の

給
料
に
準
ず
る
こ
と
を
基
本
と
し
て
、

社
会
情
勢
の
推
移
に
応
じ
た
適
正
な
給

料
を
支
給
し
ま
す
。
ま
た
、
職
員
の
能

力
や
実
績
を
重
視
し
た
人
事
評
価
体
制

の
整
備
を
進
め
ま
す
。

　

手
当
に
つ
い
て
は
、
今
年
度
か
ら
管

理
職
手
当
を
削
減
し
ま
す
。
ま
た
、
期

末
・
勤
勉
手
当
や
寒
冷
地
手
当
、
特
殊

勤
務
手
当
の
削
減
を
検
討
し
ま
す
。
さ

ら
に
来
年
度
以
降
も
、
社
会
情
勢
の
動

向
を
見
極
め
、
見
直
し
や
検
討
を
行
い

な
が
ら
適
正
な
手
当
を
支
給
し
ま
す
。

　

第
三
セ
ク
タ
ー
な
ど
の
見
直
し

（４）
　

野
岩
鉄
道
㈱
と
わ
た
ら
せ
渓
谷
鐵
道

㈱
に
対
し
て
は
、
赤
字
経
営
か
ら
の
脱

却
を
求
め
つ
つ
、
引
き
続
き
経
営
の
支

援
に
努
め
ま
す
。
そ
の
ほ
か
の
第
三
セ

ク
タ
ー
に
つ
い
て
は
、
当
面
は
現
行
ど

お
り
存
続
し
ま
す
が
、
必
要
に
応
じ
て

見
直
し
を
行
い
ま
す
。

　

㈶
日
光
市
公
共
施
設
振
興
公
社
と
㈶

日
光
市
観
光
施
設
管
理
公
社
は
、
合
併

後
５
年
間
は
現
行
ど
お
り
存
続
し
、
今

後
組
織
の
あ
り
方
を
検
討
し
ま
す
。
な

行
財
政
改
革
の
具
体
的
な
取
り
組
み

　

民
間
委
託
な
ど
の
推
進

（１）
　

民
間
委
託
が
適
当
な
業
務
に
つ
い
て

は
、
行
政
の
責
任
を
明
確
に
し
た
上
で
、

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
配
慮
し
な
が
ら
積

極
的
に
委
託
を
推
進
し
ま
す
。

　

ま
た
、
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
や
行
政
コ

ス
ト
の
縮
減
を
図
る
た
め
、
指
定
管
理

者
制
度
を
導
入
し
ま
す
。
平
成　

年
度

１８

は　

施
設
で
導
入
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

１１７

　

定
員
管
理
の
適
正
化

（２）
　

職
員
数
の
削
減
や
、
そ
れ
に
伴
う
人

日光市職員　定員管理の数値目標

前年との

比較　　
職員数採用者数

前年度４月

２日以降の

採用者数　

前年度の

退職者数
期　日

（△１６）（１，３６７）（１４）（２）（３２）Ｈ１７．４．１

△２８１，３３９０１２９Ｈ１８．４．１

△１３１，３２６１５０２８Ｈ１９．４．１

△３０１，２９６１６０４６Ｈ２０．４．１

△４６１，２５０１５０６１Ｈ２１．４．１

△３７１，２１３１４０５１Ｈ２２．４．１

△１５４―６０１２１５計

※Ｈ１７．４．１の（　）内の数値は旧５市町村の合計です。

を
策
定
し
ま
す
。

　

総
合
支
所
に
つ
い
て
は
、
５
年
間
で

　

人
以
上
の
職
員
が
減
員
す
る
こ
と
か

１５４ら
、
合
併
時
に
お
け
る
本
庁
と
の
関
係

を
維
持
す
る
こ
と
は
困
難
と
予
想
さ
れ

ま
す
。
そ
の
た
め
、
今
年
度
か
ら
地
域

審
議
会
な
ど
に 
諮 
り
、
住
民
サ
ー
ビ
ス

は
か

の
維
持
に
配
慮
し
た
総
合
支
所
の
あ
り

方
を
検
討
し
て
い
き
ま
す
。

◆

◆

◆

　

こ
の
方
針
の
詳
し
い
内
容
は
市
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
の
ほ
か
、
行
革
・
情
報
推
進

課
や
各
総
合
支
所
の
総
務
課
で
閲
覧
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

く
わ
し
く
は

行
革
・
情
報
推
進
課　

行
政
改
革
推
進
係

　
　
　
　
　
　
　
　

☎
（　

）
５
１
４
７

２１

行政改革大綱

　急速に変化する社会情勢や多様化する住

民ニーズに素早く対応するため、行財政改革

を進める上で基本的な方向性を示したもの。

指定管理者制度

　公の施設の管理を民間事業者などに委託

し、その創意工夫や運営方法を生かしなが

ら、サービスの向上や管理運営の効率化を

図ることを目的とした制度。

職員の定員適正化計画

　効率的な行政運営を行いつつ、職員数の

適正化を図るための計画。総務省が示す定

員（市町村規模や人口、財政状況などに基づ

いた各部門の定員）を参考にしている。

普通建設事業費

　道路や橋、公園、学校、庁舎などの施設を

新・増設するための投資的経費。国の補助を

受けて行う補助事業や、国の補助を受けず

に市町村が独自に行う単独事業などがある。

【
こ
と
ば
の
説
明
】


